
















































ない民間の組織である o INPO法人Jとは， I特定非営利活動促進法J(平成
10年 3月25日法律第 7号。以下 iNPO法jという。)に基づき法人格を取得した
「特定非営利活動法人Jの一般的な総称である O 法人格の有無を問わず，



























































































平成 14年 15年 16年 17年 18年 19年
杉並区(件) 11，115 10，752 8，993 8，688 8，886 7，538(68) 
参考)東京都 301，913 299，406 283，326 253，912 244，611 228，805(76) 
参考)全国 2，853，739 2，790，136 2，562，767 2，269，293 2，050，850 1，908，836(67) 
(警視庁統計，警察庁統計)
19年には，杉並区内は7，538件(平成14年を100とした指数は， 68。以下この項同
















平成 15年 16年 17年 18年 19年
杉並区(団体数) 40 113 124 135 137(343) 
参考)全国 3，056 8，079 19，515 31，931 37，774(1，236) 
(杉並区統計，警察庁統計)
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している o Iご近所付き合い広目隊」では， PTAの母親の参加を進めてい
る。防犯ボランティアが長く続く秘訣は，無理をしないことと，健康維持，
情報交換，おしゃべり等副次的な楽しみを用意することであるといった共通







































































































多くは， r持続不可能j(unsustainable)な戦略である O その効果は短命であ
り，維持してゆくには，多大の努力と十分な資源の動員が必要である。j，
「犯罪予防策の持続可能性を高めるよう，更に工夫する必要がある。」と語っ

























活動で必要なものとして， I地域の犯罪発生情報(速報)J (84 . 6 %) ，I警察署


















































































































































































6 Iボランティア・ NPOの組織論」田尾雅夫学陽書房 2004年。
7 (1) I内閣府国民生活局ホームページJ2008年。










































② 参加人数は， r20人未満jから r50人以上」まで広く分布している。
③ 参加者の年代構成は， r70代J(16.8%)， r60代J(34.6%)， r50代J(25.4%)， 
r30'"'-'40代J(20.3%)， r10'"'-'20代J(2.9%) となっており，若者の参加が少な
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し)0
④ 参加者の職業構成は，無職(19.9%)，自営業 (26.3%)，会社員 (2l.4%)，
主婦 (27.5%)が中心となっている。学生 (0.8%)は，極めて少ない。
⑤ 参加者の性別では，男性 (60.5%)の割合は女性 (39.5%)に比べて高い。




⑦ 結成母体は， I町会・自治会J(68.2%)， I防犯協会J(11.5%)， IPTAJ (7.2 
%)， I商庖会J(5.3%)の順となっているo




14 (1) I警察政策と NPO(民間非営利組織)J小宮信夫警察政策第 5巻第 1号
2003年。












表 3 杉並区の NPO法人の現況(平成20年)
杉並区 参考)全国
NPO法人数 282 34，941 
うち) 7号地域安全活動 22 3，412 
























































































































18 INPO (民間非営利組織)に関する世論調査」内閣府大臣官房政府広報室 平成17









































24 r犯罪予防と持続可能性」パリー・ポイナー 犯罪と非行110号 1996/110 




























































1 犯罪が増える 48.5 
2 ごみの出し方が悪くなる 39.7 
3 外国人が増えること自体，なんとなく不安に思う 32.7 
4 一つの部屋に大勢の人が住む 27.6 
5 日本語の通じない人が増える 27.5 






1 生活ルールを守ってほしい 72.8 
2 日本の文化や習慣などを理解してほしい 72.1 
3 日本語を理解できるように努めてほしい 42.8 













































































































































































































































































































































































01論点61 外国人労働力を導入すべきか」日本の論点 2006 文妻春秋 2005年
01論点31 労働移民を受け入れるべきかJ日本の論点 2008 文塞春秋 2007年
01外国人労働者 強まる経済界の開放要請J週間東洋経済 2007.6.2 26)， (2)再掲
























17 r大久保のたどる道」 金根照現代思想 2007 vol. 53-70 














































































































































標本数 5，000人 有効回収数 907人 有効回収率 18.1%
第2章 日本人区民調査
標本数 2，000人 有効回収数 859人 有効回収率 43.0%
「平成15年度 新宿区における外国籍住民との共生に関する調査報告者 平成16年
3月 財団法人新宿文化・国際交流財団」
23 r労働政策研究報告書 no.14 2004J労働政策研究・研修機構 2004年。






























32 r新たなるガパナンスの形成」大住荘四郎 警察政策研究第11号 2007年。
「問題解決 ご近所の底力JNHKの話題番組地域社会での迷惑行為に関するお
困りごとの取材と妙案の提示。





36 r外国人労働者迎え入れの論理j宮島喬 明石書庖 1989年。
37 r新宿大久保地区からみた外国人との共生と生活の安全・安心」渡辺巧 警察学論
集第62巻第5号 2009年(予定)。
